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【政府の消費税増税について】
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「消費税を考える国民会議（仮称）」設立へ 


「国民生活産業・消費者団体連合会（生団連）」と「日本チェーンストア協会」の会長である清水信次氏は３月21日に「消費税を考える国民会議」を発足させます。


国民会議設立の案内文書では、消費税率の引き上げに憂慮を示し、「今は被災地の復旧復興と経済の活性化並びに頻発する地震で予想される大地震に対する危機管理等に全力を尽くすべき時であり、国民生活や日本経済をこれ以上の停滞に誘うことは断固回避しなければならない」としています。


ＮＨＫの「ＮＥＷＳweb」によると、国民会議で発起人代表を務めることになっている清水氏は「こんなときに消費税を上げたら、景気が悪くなるに決まっているし、税収も減って経済効果にマイナス面がいっぱい出てくる」と述べ、消費税増税法案の成立に反対する活動を強めていくとしています。





●発行日　　2012年3月19日


●発　行　消費税廃止各界連絡会　


豊島区目白2-36-13(全商連内)


Tel:03-3987-4391/Fax:03-3988-0820


URL:http://shz-haishi.jp/








法案の国会提出をやめよ！





【国会情勢メモ】


先週、決着が先送りされた消費税増税法案について、民主党執行部は21日に再開する合同会議で了承を取り付けたい考えで、議論は今週、大詰めを迎える。民主党の幹部は19日午後、法案の修正をめぐって協議する予定。消費税増税法案をめぐっては、経済状況によって税率の引き上げを見合わせる条件である「景気弾力条項」に具体的な成長率を書き込むのか、また「16年度をメドに必要な法制上の措置を講ずる」との文言を修正・削除するのかが焦点となっている【『日テレＮＥＷＳ24』より】。
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このニュースは県各界連および加盟団体へ送っています。増し刷りしてご活用ください。








３・13大和集会で民主議員秘書


「増税に断固反対」　　　　


　神奈川県の「重税反対全国統一行動大和集会」に来賓として参加した民主党の橘秀徳衆院議員の秘書（議員の代理）は、「今、増税することは国民の生活にとって影響が生まれる。増税には断固反対。増税反対の声をどんどん党本部に寄せてほしい」と表明しました。








法案の付則が焦点となっている、こうした民主党の議論は「増税ありき」と言えます。左のグラフは３月にメディア各社が実施した世論調査です。どの調査でも「反対」が過半数を超えています。国民世論の多数は、増税法案そのものに反対といえます。政府は、国民生活や中小業者の経営の厳しい現状に目を向け、消費税増税法案の国会提出をやめるべきです。
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